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垂β政 大 臣 ′Jヽ泉 純 - 良r3 殿

電 気 通 信 技 術 審 議 会

会 長 西 揮 f閏 -

･答 l一中 書芋

本審議会は､諮問第 63号 ｢Sバンドを用いる国内移動体衛星通信システムの技術的条

件｣ (平成 4年 9月 21日付け郵通技第 25号に基づく諮問)の審議を行った結果､別紙

のとおり答申します｡ 

(止)
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占バンドを用いる国内移動体衛星通信システムの技術的条件 

Sバンドを用いる国内移動体衛星通信システムの技術的条件は次のとおりとすることが

適当である｡ 

1 一般的条件 

(1)必要な機能 

Sバンドを用いる国内移動体衛星通信システムには､次の機能が必要であるO

イ 陸上及び海上においてサービスが提供できること｡ 

(2) 無線周波数帯

ア フィーダリンク (Cバンド)

tと 陸上の固定地点に開設するフィーダリンク用地球局 (以下 ｢基地局｣という｡)


～衛星間で使用するフィーダリンク用無線周波数帯は Cバンド (6/ 4GHz帯)


であり､上り回線 (衛星への送信)として 6GHz帯､下り回線 (衛星からの


受信)として 4GHz帯が適当である｡


イ サービスリンク (Sバンド)


移動する地球局 (以下 ｢移動局｣という｡ ) ～衛星間で使用するサービスリンク


用無線周波数帯は､無線通信規則で移動衛星業務 (航空移動衛星業務を除く)に分


配されている Sバンド (2. 6/ 2. 5GHz帯)であり､上り回線 (衛星への送


信)として 2660-2690MH z帯､下り回線 (衛星からの受信)として
 

2505-2535MHz帯が適当である｡ 

(3) キャリア周波数間隔


ア フィーダリンク (Cバンド)


基地局～衛星間で使用するフィーダリンクのキャリア周波数間隔は､12 .5
 

kHz又はその整数倍とすることが望ましい｡


イ サービスリンク (Sバンド)


移動局～衛星間で使用するサービスリンクのキャリア周波数間隔は､12 .5
 

kHz又はその整数倍とすることが望ましい｡
 

(4) アクセス方式

デマンドアサイン･FDMA (SCPC)方式であることが望ましいD 

() 通信方式5


複信方式であるjことが望ましいo 
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(6) 変復調方式
 

7/4シフト QPSK同期検波方式であることが望ましいO
 T

(7) 伝送速度

伝送速度は､ 18kb/S以下 (音声符号化速度 5. 6kb/S相当)であること

が望ましい｡ 

()セキュリティ対策8

不正使用を防止するための移動局装置固有の番号の付与､認証手順の適用並びに通

信情報に対する秘匿を必要に応じて講ずることが望ましい｡ 

2	 無線設備の技術的条件 

2.1 基地局の設備 

2. 1.1 送信装置 

(1)空中線電力の許容偏差


上限 50%､下限 50%であること｡ (無線設備規則第 14条に準拠)
 

(2) 周波数の許容偏差
 

50×10~6であること｡ (無線設備規則第 5条に準拠)
 

(3) スプリアス発射の強度


ア 相互変調積以外のスプリアス発射


給電線に供給される周波数毎のスプリアス発射の平均電力は､基本周波数の平

均電力が 10W以下の送信設備にあっては､ 100/ JW以下､基本周波数の平均

電力が 10Wを超える送信設備にあっては､基本周波数の平均電力より 50dB

低く､かっ 100mW以下であること｡

イ	 相互変調積によるスプリアス発射

相互変調積によるスプリアス発射の平均電力は､共通増幅する搬送波のうち､

電力値が最大である搬送波の平均電力から 20dB低い値であること｡ただし､

スプリアス周波数が宇宙無線通信業務に分配されている周波数帯以外の周波数で

あるときは 40dB低い値または100〟Wのいずれか大きい値であること｡ 

(細線設備規則第 7条及び昭和 62年郵政省告示第 950号に準拠) 

2. 1.2 受信装置 

(1) 受信装置から副次的に発する電波の限度
 

4nW以下であること｡ (無線設備規則第 24条に準拠)
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2.1.3 空中線 

(1) 空中線の条件

ア	 送信空中線の最小仰角 

3 以上であること｡ (電波法施行規則第 32条に準拠)0

イ 等価等方転射電力の許容値

仰角 (♂)が 0度以下の場合 40 dBW/4kHz

仰角 (0)が 0度を超え 5度以下の場合 : 40+30 dBW/4kHz

ただし､仰角 (0度)は送信空中線の転射の中心からみた地表線の仰角とするO 

(電波法施行規則第 32条の 2及び別表第 2号の 3に準拠) 

()放射特性 2

90%以上のサイドローブを含む指向特性が次式を満足するものであること｡ 

G (¢)-29-25Log¢ 〔dBi〕 (l o ≦¢≦20 0) 

G(め ) -13.5 〔dBi〕 (20 0く ¢ ≦26.30 ) 

G (¢)-32-25Log¢ 〔dBi〕 (26.30 く ¢く 48 0 ) 

G (¢)ニー 10 〔dBi〕 (480≦¢≦180 0) 

¢ :アンテナ主ビームからの離角 〔度〕 

G (¢) :当該方向の絶対利得 〔dB i〕 

(CCIR勧告 465-3及び同 580-2に準拠) 

2.2 ヰ多動局の設備 

2.2. 1 送信装置 

(1)空中線電力の許容偏差

上限 50%､下限 50%であること｡ (無線設備規則第 14条に準拠) 

()周波数の許容偏差 2

±1.0×1016であることoなお､必要に応じて基地局からの信号により送伝

周波数を補正する自動周波数制御装置を具備することが望ましい｡ 

(3) スプリアス発射の強度

基本周波数の平均電力よりも 50dB以上低い値であることが望ましい｡ 

(無線設備規則第 7条に準拠､CCI R勧告 478-3及び CCIR WP8Dの

動向を勘案して算定すべきである) 

()占有周波数帯幅の許容値 4

16kHz以下であること｡ 

(5) 送信機停波電力レベル

基本周波数の平均電力の 60dI∋以下であることが望ましい｡ 
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(6) 箆体栢射

25〟W以下であること｡ 

(CCIR勧告 478-3に準拠､デジタル方式自動車電話システムと同じ) 

2.2.2 受信装置 

(1) 副次的に発する電波の限度 

4nW以下であること｡ 

(無線設備規則第 24条に準拠､デジタル方式自動車電話システムと同じ) 

(2) 箆休稿射
 

f≦1GHz:4nW以下
 

1GHz<f≦3GHz:20nW以下
 

(デジタル方式MCAシステム及び簡易型携帯電話 (パーソナル ･ハンディーホン)

システムの技術的条件に準拠､なお､今後の CCIR及び IECの動向を踏まえて

対応することが望ましい) 

2.3.3 空中線 

(1)偏波

送信及び受信する電波の偏波は右旋円偏波であること｡
 

(無線通信規則第 1条第 148号の定義による)
 

3 測定法

デジタル変調の符号化音声伝送用の撫線機に関する測定法については､IECで審議

中である｡従って､その審議状況､従来の国内実績及び諸外国の動向等を考慮し､以下

のとおりとするが､今後の IECの審議状況及び国際的な動向を踏まえて対応すること

が望ましい｡ 

3. 1 送信装置

各変調入力端子 (ビット列又は音声)に応 じ､標準符号化試験信号 (符号長 

511ビット2値擬似雑音系列)又は標準試験音声信号 (CCITT勧告0. 
131)を入力信号とすることO 

(1)空中線電力

バースト波 (定周期バースト波)にあっては､バースト繰り返し周期よりも十分

時定数が大きい電力計で測定し､送信時間率の逆数を乗じてか､又はスペクトルア

ナライザ (デジタルストレージ型)を用い､サンプリング法によりバースト内の平

均電力を求めること｡連続波にあってはその平均値を同様にして求めること｡ 

(2) 周波数

平均値 (バースト波にあってはバースト内の平均値)を周波数計で測定することo 

8 -

(3) スプリアス発射の強度

バースト波にあってはバースト内の平均電力を､連続波にあってはその平均電

力をス享クトルアナライザを用い空中線電力と同様にして測定すること｡ 

()占有周波数帯幅4


規定の設定条件としたスペクトラムアナライザで測定すること｡ 

()送信機停波電力レベル5


｢空中線電力｣の項のスペクトルアナライザを用いる方法によること｡ 

(6) 匡体手酌寸

電波暗室または地面反射波を抑圧したオープンテストサイトで､半波長ダイポー

ル及び標準信号発生器により置換測定すること｡ 

3.2 受信装置 

(1)副次的に発する電波の限度
 

fECPub.489-3及びそれに準ずる文書によることo
 

(2)匡休稿射
 

IECPub.489-3及びそれに準ずる文書によること｡
 

3. 3 空中線 (基地局) 

(1)空中線の放射指向特性

地面反射波の少ない送受信間距離の十分ある環境で､供試空中線を回転させて測

定すること｡ 

-- ! -71
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屯 Xi通信技術審議会 Sバンド移動体衛星通信システム委員会報告.

1 審議事項 

Sバンド移動体衛星通信システム委員会は､電気通信技術審議会諮問第 63号 『Sバ

ンドを用いる国内移動体衛星通信システムの技術的条件』について審議を行った｡ 

2 委員会､分科会及び作業班の構成

委員会､委員会の下に設置した分科会及び分科会の下に設置した作業班の構成は､別

表のとおりである｡ 

3 審議経過

(1)第 1回委員会 (平成 4年 10月 15日)

委員会の運営方法､審議方針及び審議スケジュールを定めた｡また､審議の促進を

図るため､分科会を設置することとした｡ 

(2)第 2回委員会 (平成 5年 5月 12日)

分科会審議報告に基づき､審議を行った｡

なお､本件諮問事項に関する公聴会を予定していたが､意見陳述を希望する旨の申

し出がなかったことから､これを中止した｡ 

(3)第 3回委員会 (平成 5年 6月 11日)

答申案及び委員会報告を取りまとめた｡ 

4 審議の概要

移動体衛星通信システムについては､インマルサットシステムをはじめとして世界各

国で実用化が進んでおり､我が国においても､インマルサット衛星を用いた船舶及び航

空機に対する衛星通信サービスが実用化されているOまた､本年夏頃にはKuバンドを

利用する陸上移動衛星メッセージ通信システムの商用化が予定されている. (参考資料 

1)


一方､地上系の移動体通信サービスでは､特に自動車 ･携帯電話の需要が大きく伸び

てきているが､そのサービスは､都市部 ･主要道路等を中心に提供されており､国土の 

7割弱に当たる山間､へき地等の地域ではほとんどサービスの提供が行われておらず､

そのサービスエリアの拡大が望まれている｡また､沿岸を航行する船舶から公衆通信を

行う沿岸無線電話 (船舶電話)についても､船舶関係者からサービスエリアのさらなる

拡大が望まれているQ (参考資料 2)


これら地上系の移動通信サービスのサービスエリアの拡大には､衛星を利用した移動

体通信システムの利用が効果的であるため､新たに国内移動休衛星通信システムを導入

することが望まれている｡そのため､平成 6年にはSバンド (2.6/2.5GHz帯)の中継器

を搭載した技術試験衛星Ⅵ型 (ETS-Ⅵ)を打ち上げ､これを用いた各種実験が予定

されているOさらに､､その実験の成果を受け継ぐ形で､平成 7年には実用衛屋 (N---S 

TAR)がSバンドの中継器をも搭載 して打ち上げられることとなっている｡ (参考資

料 3)
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このような状況を踏まえて､我が国において Sバンド移動休衛星通信システムを導入

するために必要な技術的条件について検討を行ったO

技術的条件の検討にあたっては､当面､実用化が予定されている N-STAR衛星に

焦点をあて､インマルサットシステム等の移動休衛星通信システムの動向を考慮し､ま

た､平成 5年から導入が開始された地上系のデジタル方式自動車電話システムとの技術

的共用性を図るとともに海上における移動休衛星通信システムとして地上系の沿岸無線

電話の後継にも利用することを前提とした｡

なお､本委員会で検討したシステムパラメータと異なる Sバンドを利用した他の移動

休衛星通信システムについては､周波数割当の可能性､技術動向等を勘案して､将来､

必要に応じて別途検討することとした｡

各審議結果の概要は以下のとおりである｡ 

4. 1 システムの概要

今回審議した N-STARを用いる移動体衛星通信システムは､①沿岸無線電話サービ

スのエリア拡充､②自動車電話サービスのエリア補完等を主な目的として､陸上及び海上

において移動休通信サービスを提供するものであり､第一種電気通信事業者が提供する公

衆電気通信網と接続可能なものとする｡ 

NISTARを用いる国内移動休衛星通信システムの概要を参考資料 4に示す0 

4.2 一般的条件 

(1) 必要な機能
 

Sバンドを用いる国内移動体衛星通信システムには､次の機能が必要である｡


ア 第一種電気通信事業者が提供する公衆通信網と接続可能であること


イ 陸上及び海上においてサービスが提供できること
 

()無線周波数帯2


ア フィーダリンク


基地局～衛星間で使用するフィーダリンク用周波数帯は､Cバンド (6/4GHz


帯)であり､上り回線 (衛星-の送信)として 6GHz帯､下り回線 (衛星からの


受信)として 4GHz帯が適当である｡
 

N-STARを用いる移動休衛星通信システムでは､上り回線として 6345-

6425MHz帯､下り回線として 4120-4200MHz帯を使用する計画で


ある｡


イ サービスリンク


無線通信規則で移動衛星業務 (航空移動衛星業務を除く)に分配されている Sバ

ンド (2,6/2.5GHz)の周波数帯 (上り 2655-2690MHz､下り 

2500-2535MHz)の うち､ETS -Ⅵで使用する予定の周波数帯 

(2655-2660MHz/2500-2505MHz)を除いた部分の周波数

帯 (2660-2690MHz/2505-2535MHz)を使用することが適

当である｡

従って､シンセサイザの構成等を考慮し送受信周波数間隔を一定にする方式の場 

l Il-L

合､送受信周波数間隔として､フィーダリンクでは 2225MHz､サービスリン

クでは 155MHzになる｡

参考資料 5に､N-STARを用いる移動体衛星通信システムにおける具体的な

周波数配置計画を示す｡ 

(3) キャリア周波数間隔

地上系システムとの整合性 ･技術共用性の観点からは､キャリア周波数間隔が 25
 
kHz､ 12 .5kHz､6 .25kHzのいずれかであることが望ましい.また､


周波数の有効利用を図るとともに､衛星の電力制限､電力増幅器の非線形性､シンセ


サイザの周波数安定度等を勘案して移動機の小型化 ･経済化及びシステムコス トの低


減を図るために､音声通信に関するキャリア周波数間隔は､サービスリンク･フィー


ダリンクともに 12.5kHzとすることが望ましいOその他については､12 .5
 

kHzの整数倍とすることが望ましい｡


更に､衛星内の歪みや他の移動機からの干渉にきめ細かく対処し､将来のチャネル

I t 数の増大や､低速度データ伝送等に対処するために､将来は､より狭いキャリア周波

数間隔を検討することも考えられる｡

参考資料 6に､N -STARを用いる移動休衛星通信システムにおけるキャリア周

波数間隔に関する検討の詳細を示す｡ 

(4) アクセス方式

アクセス方式としては､FDMA ( SCPC)方式と TDMA方式について検討し

た｡周波数利用率の観点からはほとんど差はないが､移動機の小型 ･経済化の観点か

ら考えると､移動体衛星通信システムのアクセス方式としては､デマンドアサイン･ 

FDMA (SCPC)方式とすることが望ましい｡

参考資料 7に､FDMA ( SCPC)方式と TDMA方式の比較に関する検討の詳

細を示す｡ 

()通信方式5


第一種電気通信事業者のネットワークとの接続を考慮すれば､複信方式であること

が望ましいが､同報ファクシミリなどそれ以外の利用形態も考えられる｡ 

(6)変復調方式

変復調方式については､QPSK､オフセットQPSK､7 T/4シフト QPSKに

ついて､周波数の有効利用､衛星の電力制限､低利得移動機アンテナを使用した時の

低 C/N伝搬路における安定動作等の観点から比較検討を行ったO

その結果､N -STARを用いる国内移動体衛星通信システムには､7 T/4シフト 

QPSK同期検波方式が適しており､製造面においてもデジタル方式自動車電話シス

テムに採用されていることから､変調部についてはその技術を利用できると考えられ､

移動機コス トの低減にも寄与することが想定される｡従って､変復調方式としては､ 

7/4シフト QPSK同期検波方式が望ましい.T

参考資料 8に､7 T/4シフト QPSK同期検波方式に関する検討の詳細を示す｡ 
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(7)伝送速度

音声通信については､音声符号化方式の技術動向及びフレーム構成を勘案し､デジ


タル方式自動車電話システム用ハーフレー ト CODEC相当 (音声符号化速度 5･ 6
 

kb/S相当)の音声符号化技術を用いることにより､伝送速度は 18kb/S以下


であることが望ましい｡


参考資料 9にN-STARを用いる移動体衛星通信システムにおけるフレーム構成


例に関する検討の詳細を､参考資料 10に音声符号化の技術動向に関する検討の詳細


を示す｡


なお､将来は､64kb/S等の高速伝送についても､検討する必要があろう｡ 

(8) セキュリティ対策

セキュリティ方式の技術動向及び標準化動向を勘案し､不正使用を防止するための


移動局装置固有の番号の付与､認証手順の適用並びに通信情報に対する秘匿を必要に


応じて講ずることが望ましい｡


参考資料 11に､セキュリティ方式の技術動向に関する検討の詳細を示す｡ l

4.3 撫線設備の技術的条件 

4.3.1 人工衛屋局の設備 

Sバンドを用いる国内移動体衛星通信システムの用に供する人工衛星局の無線設備の

技術的条件については､現行の無線通信規則､無線設備規則に準ずるのが適当である｡

なお､今回の答申において対象としている人工衛星局である N-STARについては


その仕様書の中で ｢衛星の設計は国内外の諸規則に適合すること｣と明記しており､基


本的に無線通信規則､無線設備規則に適合することとなる｡


詳細については､参考資料 12に示す｡ 

4.3.2 基地局の設備 

Sバンドを用いる国内移動体衛星通信システムの用に供する基地局の無線設備の技術


的条件については､原則として固定衛星業務の地球局に対する電波法令に基づくものと


し､以下のとおりとする｡該当する電波法令との適合性については参考資料 13に詳細
 

~を示すO


なお､複数の事業者が異なるシステムを同時に運用する場合については､別途､事業


者間の調整が必要であるO


また､以下に挙げる項目以外については､現行無線設備規則に準ずることが適当であ


る｡
 

4.3.2.1 送信装置 

(1)等価等方手酌寸電力 (送信e.i.｢.p.)

システム設計の柔軟性の観点から､等価等万福射電力については特に規定しないこ


とが適当である｡


ー 16
 

なお､才考として､N-STARを用いる移動体衛星通信システムにおける回線設

計例を参考資料 14に示す｡ 

()空中線電力の許容偏差2


空中線電力の許容偏差は､現行無線設備規則第 1 4条に規定されている 470Mrlz

を超える周波数の電波を使用する軸線局の送信設備に対する空中線電力の許容偏差の

とおり､上限 50%､下限 50%とすることが適当である｡

なお､参考資料 15にCバンド 100Wクラスの SSPAを使用した衛星通信地球

局送信 RF系の特性例を示す｡ 

(3) 周波数の許容偏差

周波数の許容偏差は､現行無線設備規則第 5条に規定されている 2450MHzを

超え 10500MHz以下の周波数の電波を使用する地球局及び宇苗局の送信設備に

対する周波数の許容偏差のとおり､ 50×10 ~6とすることが適当である｡ 

() スプリアス発射の強度4


スプリアス発射の強度は､無線設備規則第 7条及び昭和 62年郵政省告示第 950


号の宇宙無線通信を行う無線局の送信設備のスプリアス発射の強度の許容値に準 じ､

以下のとおりとすることが適当である｡

ア 相互変調積以外のスプリアス発射

給電線に供給される周波数毎のスプリアス発射の平均電力は､基本周波数の平均

電力が 10W以下の送信設備にあっては 100FW以下､基本周波数の平均電力が L

10Wを超える送信設備にあっては基本周波数の平均電力より 50dB低 くか

つ 100 mW以下であること｡

イ 相互変調積によるスプリアス発射

相互変調積によるスプリアス発射の平均電力は､共通増幅する搬送波のうち､電

力値が最大である搬送波の平均電力から 20dB低い値であること｡ただし､スプ

リアス周波数が宇宙無線通信業務に分配されている周波数帯以外の周波数であると

きは､40dB低い値または 100/Wのいずれか大きい値であること｡ J

4.3.2.2 受信装置 

(1) 受信G/T
 

()局部発振器の周波数変動
2


上記 (1( については､基本的に他システム-干渉を与えるものでないことから､シ)2)


ステム設計者の裁量に委ねられるものであり､特に規定しないことが適当である｡
 

(3) 受信装置から副次的に発する電波の限度

副次的に発する電波の限度は､現行無線設備規則第 24条に準じ､4n W以下とす

ることが適当である｡
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4. 3.2. 3 空中線 

(日 空中線の条件

空中線の条件は､現行電波法施行規則第 32条及び第 32条の 2に準じ､以下のと

おりとすることが適当である｡

ア 送信空中線の最小仰角 

30以上であること｡

イ 等価等方車朗寸電力の許容値

仰角 (8)が 0度以下の場合 -40 dBW/4kHz

仰角 (8)が 0度を超え 5度以下の場合 : 40十 30 dBW/4kHz

ただし､仰角 (β度)tは送信空中線の転射の中心からみた地表線の仰角とする｡ 

(2) 放射特性

放射特性は､CCIR勧告 465-3及び勧告 580--2に準じ､90%以上のサ

イドローブを含む指向特性が次式を満足することが適当である. 

G (め)-29-25Log¢ 〔dBi〕 (lo ≦ ¢妄20 0) 

G (¢)ニー3.5 〔dBi〕 (200く¢≦26.30) 
G (め)-32-25Log¢ 〔dBi〕 (26.30く¢く 480) 

¢ :アンテナ主ビームからの離角 〔度〕 

G (め) :当該方向の絶対利得 〔dB i〕

なお､軸外幅射電力については､参考資料 16に示すようにCCiR勧告を十分満

足することから､特に規定する必要はない｡ 

4, 3.3 移動局の設備 

Sバンドを剛 ､る国内移動体衛星通信システムの用に供する移動局の無線設備の技術

的条件については､以下のとおりとする｡

また､以下に挙げる項目以外については､現行無線設備規則に準ずることが適当であ

る｡ 

4.3,3. 1 送信装置 

(1)等価等万事朗寸電力 (送信e.i.r.p.)

システム設計の柔軟性の観点から､等価等方幅射電力 (送信e.i.r.p.)については

特に規定しないことが適当である｡

なお､参考として､N-STARを用いる移動体衛星通信システム (N-STAR

システム)で必要とされる移動局の送信e. ∴pについて検討する｡Ll .

N~STARシステムにおける回線設計例を参考資料 14に示すoこの例では､伝

送速度は12kb/Sとした｡移動局の送信e.i.llp.としては､12dBWとしており､アンテ

ナの利得偏差を3dBとすれば､最大方向における送信e,i.r.p.は15d州 となるo

ただし､--一般的条件の記述の中で伝送速度については18kb/S以下としており､上限

値の18kb/Sを採用する場合は､伝送速度の比 (18kb/S/12kb/S-1.5倍≒1.7d8)相

当分をさらに見込み､上限値を17dBW(15d肝 ト1.7d8≒17dHW)とする必要がある｡

一 一18-

また､高周波出力が人体に及ぼす影響については､現在 TEEE規格 (TREEC95.1-

1991)及び国内外で議論がなされており､これらの動向を充分勘案することが望まし

い｡インマルサットの船舶地球局では IMOの総会決議A.698(17)/A.663(16)に基づ

き､DIG (DesignTnstalTationGuidclinc)の中で電力密度が 100W/m2､25W/m2及

び10W/mZとなる距離を表示したラベルをレドームに貼付することと規定している｡

なお､複数事業者が 2660-2690MHzの周波数帯で同時に異なる送信 

e.i.｢.p.を有する移動局を用いて運用する場合については､別途事業者間で協議する

必要がある｡ 

(2)空中線電力の許容偏差

空中線電力の許容偏差は､現行無線設備規則第 14条の 470MHzを超える周波

数の電波を使用する撫線局の送信設備に対する空中線電力の許容偏差のとおり､上限 

50%､下限 50%とすることが適当である｡

インマルサットC型の無線設備の技術的条件 (平成 2年郵政省告示第 566号第二

の二の 1の(≡))では､送信E.i.｢.p.の上限､下限を規定しているが､本システムで

は(1)のとおり送信e.Lr.p.の絶対値は規定していないので､ここでは現行軸線設備規

則第 14条に従えば問題ないと思われる｡ 

()周波数の許容偏差3

周波数の許容偏差は､± 1. 0×10仰6とすることが適当であるo撫線設備規則第 

5条別表第 1号において 2450MHzを超え10500MHz以下の地球局の許容偏差は50×10~6

としており､上記の値はこれを満足している｡

システム設計上､50×10-6の場合､約130kHz(-2.6GHzX50×10-6) の周波数変動

となり､12.5kHz間隔での18kb/S以下の伝送は不可能である01.0×10~Gであれば､

であると考えられるので､12bS .bstz (1k//99H)k/の伝送を仮定すると12p/T -2bS .kz

の周波数利用効率となり､隣接チャネル干渉による劣化はそれほど問題とならな

い (送信増幅器の非線形特性､隣接チャネルのD/Uに依存するが､C/T=20dB程度は実

現可能である)o

また､伝送速度18kb/Sの場合には1.8bps/Hz (-18kb/S/9.9kHz)となり､隣接チ

ャネル干渉による劣化が厳しくなる (送信増幅器の非線形特性､隣接チャネルのD/U

に依存するがC/1-10dB程度に劣化する)が､必要に応じて自動周波数制御装置を具備

すれば1.4bps/Hz (-18kb/S/12.5kHz)となり､干渉特性についても劣化を軽減で

きる｡

なお､1,0×10~6は､参考資料 17に示すように､通常のTCXOで実現できる値

である｡ 

(4) スプリアス発射の強度

給電線に供給される周波数ごとのスプリアス発射の平均電力は､基本周波数の平均

電力よりも50dB以上低い値とすることが望ましい｡
無線設備規則第 7条では､基本周波数帯が960MHzを超えるものに対しては､基本周



_ 

-
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そこで､ ′ジタル方式自動車電話システムの規定を勘案し､基本周波数の平均電力の 
波数の平均電力が10W以下の送信設備にあっては 100〟W以下､基 波数の平均電

力が10Wを超える送信設備にあっては基本周波数の平均電力より5 B低く､かつ､ 

J-

0d
60dB以下とすることが望ましいo 

100mW以下である値と規定されているo Lたがって､10W以下の場合には相対的なス
)匡体幅射

となる｡
匡体幅射臥 CCIR勧告 478-4及びデジタル方式自動車電話システムの規定

(8
プリアスレベルの規定は緩くなり､例えば 1Wの場合には4 80d

ここで､帯域3 H

の場合にある特定のチャネルにスプリアスが集中したとすると､スプリアスレベルが

z-5k2.0MHz/手fリア周波数間隔1 2400ch( であることから､最悪8)
4d
3-
を考慮し､25〟W以下とすることが適当である0 

/ ､4dB
16
4=
3-50
l=
基本周波数の平均電力より5 B低い場合にはC 8低い場合にはC/

B低けれ
)受信G/T 

ばこれによる劣化はマージン内で吸収されるが､4 月の場合には所要値を満足できな
)誤り率特性 

) スプリアスレスポンス 
また､デジタル方式自動車電話システムではCCIR勧告 478-3に従い､6 B

) 隣接チャネル選択度 

) 相互変調特性

アンテナ利得偏差を考慮しても6d8程度であり､-一般にフェージングによるレベル変
でないことから､システム設計者の裁量に委ねられるものであ｡､特に規定しないこ

(1

(2

(3

(4

(5

I= 

0d

0d

0d

0d

0d
4.3,3.2 受信装置 

Bとなり､参考資料 14に示した回線設計例より､相対レベルが56d4=3-40

い｡

以上低いかまたは2. L5FW以下であることとしているが､衛星方式では見通し内の直

接波の受信が前提となり､希望波と妨害波とのレベル差はライスフェージング､衛星
上記( )の受信特性については､基本的に､他システム-干渉を与えるもの)(5
)(4
)(3
(2
1)

動が6 B

上の制約が緩和されることを考慮してここでは5 Bという規定が望ましいと考えられ

るO
示す指標となるものとして､参考値を記述しておくことは有効であるとの立場から､ 

なお､CCIR WP8Dでもスプリアス発射強度の勧告化に向けた検討が進めら
N-STARシステムでのシステム設計例を参考資料 20に示すこととするo 

れているので､その動向も勘案することが望ましいと考えられる｡ 

0d

0dと言われる地上方式ほど伝搬条件が厳しくないことから､装置の設計 ･製造
とが適当である｡

な払 将来的に他システムとの調整が必要となった場合､システムの耐干渉特性を

) 占有周波数帯幅の許容値
)副次的に発する電波の限度

副次的に発する電波の限度は､現棚 線設備規則第 24条に準じ､4I-W以下とす
占有周波数帯幅の許容値は､使用する変調方式による送信スペクトルの帯域特性を

ることが適当である｡ 

(6

関1-椴的条件で規足 した伝送速度の上 Sの場合が最も条件としては厳しく､こb/
8k


(5

考慮し､ 16kHz以下とすることが適当である｡

(7)箆体転射

体醐 咋 ついては､数値が規定されていないことから､デジタル方式MCAシステム

の場合､帯域制限をロールオフ率 α ､送信電力増幅器として線形増幅器を採用すれば

z以下とすることは可能であり､ (占有周波数帯幅/シン机レー

5.0=
匡鵬 射は､デジタル方式自動車電話システムの技術的条件では1000MIz以上の箆

占有周波数帯幅を1 H

8( マージン Kに線形増幅器を採用した場合))問題ないと

思われる｡参考資料 18に送信スペクトル例を示す｡ 
以下のとおりとすることが適当である｡ 

f≦1GHz:411W以下 

ト-

PS

6k

20511.1. %,ただし7/シT4フトQ
及び簡易型携帯電話 (パーソナル ･-ンディーホン)システムの技術的条件に準 じ､

) 隣接チャネル漏洩電力
1GHz<f≦3GHz:20nW以下

隣接チャネル漏洩電力は､移動体衛星通信の伝搬条件等を考慮し､特に規定しない
なお､今後のCCIR及び IECの動向を踏まえて対応することが望ましいOまた､

(6

ことが適当である｡
参考資料 21に現行の沿岸無線電話の箆体幸誹 の実測例を示す0 

隣接チャネル干渉については､移動体衛星通信の伝搬が見通し内の直接波の受信が

前提となり､希望波と妨害波とのレベル差はライスフェージング､衛星アンテナ利得
4.3.3. 3 空中線

､偏差を考慮しても6d8程度であり､一般にフェージングによるレベル変動が60dBとい

われる地上はど伝搬条件が厳しくないことから､占有周波数帯幅の規定で十分である｡
) 空中線の条件(1

空中線の条件は､装置の設計自蛸 を確保するため､特に規定しないことが適当で
隣接チャネル漏洩電力についての検討の詳細を参考資料 19に示す｡ 

ある｡ 

)送信機停波電力レベル

送信機停波電力レベルは､他の移動局の通信に干渉を与えることから､また､装置

の設計 ･製造にあたって送信停止時の規定を明確にするために､規定する必要がある0 

- 201
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(2) 放射特性

放射特性は､CCIRにおいても低 ･中利得用移動局アンテナの参照放射特性につ 

- 21-



いては勧告化がなされていない状況にあるため､特に規定しないことが適当である｡ 

(3) 偏波

送信及び受信する電波の偏波は､無線通信規則第 1条第 148号の定義により､右

旋円偏波とすることが適当である｡ 

4. 4 測定法

デジタル変調の符号化音声伝送用の無線機に関する測定法については､ IECで審議

中である｡従って､その審議状況､従来の国内実績及び諸外国の動向等を考慮 し､以下

のとおりとするが､今後の IECの審議状況及び国際的な動向を踏まえて対応すること

が望ましい｡ 

4.4. 1 送信装置

送信装置の測定法としては､各変調入力端子 (ビット列又は音声)に応 じ､標準符号

化試験信号 (符号長 511ビット 2値擬似雑音系列)又は標準試験音声信号 (CCIT 

T勧告 0.131)を入力信号として､以下のとおりとすることが適当である｡ 

(1)空中線電力

バースト波 (定周期バースト波)にあっては､時定数がバースト繰り返 し周期より

も十分大きい電力計で測定し､送信時間率の逆数を乗じてバースト内の平均電力を求

めるOまたは､スペクトルアナライザ (デジタルス トレージ型)を用い､周波数掃引

を止め､分解能帯域幅を占有周波数帯幅の規格値以上としバース ト波形を記録 し､バ

ース ト内の平均電力を求める｡

連続波の場合は､その平均電力を同様にして求める｡ (連続波に関しては､I ECSC 

12F(S)143に準拠 ;デジタル方式自動車電話システムと同じ) 

(2) 周波数

バ-ス ト波にあってはバースト内の平均値を､連続波にあってはその平均値を規格

の 10分の l以下の確度の周波数計で測定する｡ (lECPub,489-27節に準拠 ;デジ

タル方式自動車電話システムと同じ) 

(3) スプリアス発射の強度

バース ト波にあってはバースト内の平均電力を､連続波にあってはその平均電力を

スペクトルアナライザを用い空中線電力と同様にして測定する｡ (IECSC12F(S)143

に準拠 ;デジタル方式自動車電話システムと同じ) 

(4) 占有周波数帯幅

スペクトルアナライザの分解能周波数帯域幅及びビデオ帯域幅を占有周波数帯幅の

規格値の 3%以下､掃引幅を規格値の 2-3.5倍とし､バース ト波にあっては掃引速

度を 1サンプル点当たり1個以上のバーストが入るようにした条件で､連続波にあっ

ては振幅の平均操作を 5回以上として測定する｡ (デジタル方式自動車電話システム 

-- 2 2 -

と同じ) 

()送信機停波電力レベル5


｢空中線電九 の項のスペクトルアナライザを用いる方法による｡ (デジタル方式

自動車電話システムと同じ) 

(6) 琵休稿射

電波暗室または地面反射波を抑圧したオープンテストサイトで､半波長ダイポール

及び標準信号発生器により置換測定する｡測定アンテナは指向性アンテナとする｡ 

(IECPub.489-1附属書草案準拠 ;簡易型携帯電話 (Jトソナル･ハンディーホン)システムと同じ) 

4.4.2 受信装置 

(1) 副次的に発する電波の限度

選択電圧計を擬似空中線を使用 して空中線端子に接続 して測定する｡ (IECPub･ 

489-319節に準拠 ;デジタル方式自動車電話システムと同じ) 

(2) 琶体車朗寸

電波暗室または地面反射波を抑圧 したオープンテストサイトで､半波長ダイポール

及び標準信号発生器により置換測定する｡測定アンテナは指向性アンテナとする｡ 

(lECPub.489-1附属書草案準拠 ;簡易型携帯電話 ( /トルいハンディーホン)システムと同じ) 

4.4.3 空中線 

(1)空中線の放射指向特性

基地局の空中線の放射指向特性の測定法については､地面反射波の少ない送受信間

距離の十分ある環境で､供試空中線を回転させて測定する. (陸上移動衛星メッセー

ジ通信システムと同じ)

なお､移動局の空中線の放射指向特性の技術的条件は特に規定していないが､測定

法としては､上記の基地局に対する測定法と同様にして測定することができる｡ 

5 審議結果 

Sバンドを用いる国内移動体衛星通信システムの技術的条件について審議を行い､答

申案を取りまとめた｡

なお､一般的条件で規定した要件以外を有する他の移動体衛星通信システムに関して

は､別途検討することとした｡ 
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参考資料 2

我 が 国 に お け る 移 動 体 衛 星 通 信 の 需 要 動 向
 

(『実用移動体衛星通信の導入に関する調査研究報告割 (平成 3年 5月)より)


衛星を剛 ＼た移動体通信については､当面の通信衛星の性能を考慮すると､ビル影､ビ

ル内等での郵 言は困難であること､パワーリミットな領域での便周 (通信に使用できる電

力に制限があること)が想定される等から､比較的低速なデジタル伝送が実現するものと

考えられる｡具体的な需要としては､

①自動車 ･携帯電話サービスのグレードアップ

②船舶電話サービスの日本近海でのエリア拡充

③地上系の通信手段が全く軌 ､場所での利用

等が中心であると考えられる｡

移動体衛星通信の需要見通しについては､利用料金､サービス提供条件等によって左右

されるが､一定の前提及び地上系サービスの現状に基づき､おおよその見通しを得ること

とするoまた､所要の周波数帯域幅について試算が可能なものについてはその結果を示し

ている｡ 

1 陸上における需要動向 

1.1 移動電話システム 

(1)地上系自動車電話 (車載利用)の需要予測数

移動体衛星通信用地球局としては､陸上においては当面は車載型が中心と考えられ

るところから､自動車電話 (車載利用)の需要を ｢デジタル方式自動車電話システム

に関する調査報告書 (1990年 3月)｣に基づき推定する｡

同報告書では､自動車電話 (車載利用及び携御 J用)の需要予測として､ 2000


年において我が国全体で少なくとも800万加入の普及が見込まれるとしているとこ


ろから､一層の料金の低下､端末の小型化などを考慮 して 25%増の約 1. 000万


加入を予測値とするo自動車電話のうち車載利用のものは､現時点で全体のおよそ 2


分の 1であり､この割合は下降傾向にあるoそこで､ 2000年における車載利用の 

- 30-

割合が全体のおよそ 3分の 1と見込むと約 300万加入となるQ車載利用の割合が年

々下がるとしても年率 10数%の伸びは想定されるところから､ 2005年における

自動車電話 (車載利用)の需要は約 500万加入と予想される｡ 

(2)アンケー ト調査結果 

1985年に行われた自動車電話利用者へのアンケー ト調査 (NTT調べ)のうち

移動体衛星通信に関する部分は次のとおりである.

①衛星サービスは大いに役立つ--- - -----･.･173.9%


その内 ②エリア内でもしばしば不便を感じる- ----･27.9%


③料金が多少高くても (2倍程度)利用する-･-･51.5%


この結果から､自動車電話利用者のうち衛星を利用したいと要望する比率は､①～

③の積から約 10%と推定される 

(3)陸上における移動体衛星通信 (電話)の推定需要

上記(1)及び(2)の結果に実際の需要となる朗在化率を棄ずることにより､ 2005年

頃の需要が求められる｡全くの新規サービスであり､朗在化率を 2%とすると､


朗在化推定需要 - 約 500万台×10%×2% - 約 1万加入
 

()所要帯域幅4


国内システムとしての需要規模(3)から約 1万加入 (2005年)と想定し､その呼


率を現状の自動車電話サービスでの実績を基に約 0. 01erlとすると､所要チャ


ネル数は約 100チャネルとなる｡


また､チャネル当たりの周波数帯域を､自動車電話サービスよりも高度なサービス
 

(例えば 16kbps程度のベアラサービス等)が行われることを想定するとともに､

現在の技術レベルを考慮して 50kHz/CHとすると､所要帯域幅は 5M -IIz程度

となる｡この値については､今後の技術動向等を踏まえ､適時見直していく必要があ

る｡

一一 3 1
 



1.2 メッセージ通信システム
 

(省略)
 

2 海上における需要動向 

2.1 国内システム 

(1) 需要動向

現在､我が国において船舶を対象に提供されている電話サービスのうち主なものは


沿岸無線電話 (船舶電話)サービスである｡海上における移動休衛星通信サービスは､


広い海域を一様にカバーできることから､現在の地上系システムによるサービスの日


本近海のサービスエリアを拡充しその利用者を包含するような形で発展していくもの

鷹ざ 

と考えると､船柏電話サービスの加入者数を基礎として需要動向を推定することがで

きる｡

最近の船舶電話サービスの加入者数の推移を見ると､ここ 10年間の加入者数の年

間伸び率は約 5%である｡この増加率をもとに国内衛星システムの加入者数を推定す

ると図 2.1のようになり､2005年初め頃で 3-3.5万の加入者が見込まれる｡ 

40000
,

a 3,
0000 

r< 
⊂二二[
ヰヨ 20,000 

10,000
 
1990 1995 2000 2005
 
(2 ( ) H1) H1)
H) H7 ( 2 ( 7

図 2. 1 海上における国内衛星通信の需要動向

(2)所要ThJ或幅

国内システムとしての需要規模を約3･ 5万加入 (2005年)と想定し､その呼

率を現状の海上通信サービスでの実績を基に約 0･ 03erlとすると､所要チャネ

ル数は約 1･000チャネルとなるoまた､チャネル当たりの周波数帯域を､現状の

技術レベル及び衛星システムはパワーリミットな領域での通信であること等を考慮し

て 25kHz/CHとすると､所要帯域幅は 25MHz程度となる｡この値について

は､今後の技術動向等を踏まえ､適時見直しが必要である｡ 

2.2 国際システム 

(省略) 
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参考資料 3

移動体衛星通信で利用される周波数の分配の動向 (第三地域) 

1 Lバンド(1.6/1.5GHz帯) 

(1)WARC-Mob87における分配状況
 

1626.5 1631.51634.5 1645.51646.5 1656.5 1660.5[MHz]
 

1530 1533 1544 1545 1555 1559 [MHz]
 

(2)WARC-92における分配状況 

(下線を付したものが追加または変更｡1993年 10月12日発効｡) 

1665 13. 645 ′4. 66514. 665 166. Mz
2. 61 3 15 4 6 51 . 5[H]51 . 6 51 . 9 5 0


NSS JMMSSI WSS 川SSIAMSLR)S ILMSS 

IMSSl I uS)

155 50 1 1 5514 1555 9 [I]
2 13 533 54414 58 155 Wz


牡SS:移動衛星業務 大文字 (例 :LMSS)は一次業務 

MMSS:海上移動衛星業務 小文字 (例 :1mss)は二次業務 

AMS(R)S:航空移動衛星 (R)業務 '1船舶及び航空機からもアクセス
 

LMSS:陸上移動衛星業務 可能な周波数帯
 

(Ds).･遭難 ･安全通信に限る


綿掛け部分はインマルサット (第二世代衛星)が既に使用している周波数帯

一 :.ll-

2 Sバンド (.l/･Gz
2t2 ll帯)
' 5

仙 WARC-79における分配状況 (Mob87まで変更机 )
 

260[IzJ9 W] 

(脚注により移動衛星業務にも使用可能) 

2535 [M tz]

(脚注により移動衛星業務にも使用可能) 

《脚注の要旨》 

① 航空移動衛星業務を除く移動衛星業務に使用可能) 

② 国境内の運用に限定されるD 

(33 撫線通信税別第14条の手掛 こよる他の主管庁の同意を前提とするo 

④ 第三地域に限る｡ 

(2)WARC-92における分配状況 

255 27 290[Iz]6 60 6W(は従通')
255[W,] 

ば来り2
(は従通り■2

37
ば来)

･2上の①～③の条件により使用可能O

使用可能｡ 

3 その他､WARC-92による1･6/2･州 滞 の追加分配 

61115ll
163812. 43･55tM11J 02.Lz,
1. 665 282007] 

66M]

← 
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参考資料 4 別紙 l 

N - AR を 用 い 移動 体 衛 星 通 信 シス テム 転ST のる

1 システムイメージ 

N-STARを用いる国内移動体衛星通信システムにおいては､沿岸無線電話サービ

スの継承 ･エリア拡大並びに自動車電話サービスのエリア補完等を主な目的として､陸
N -STARを 用 いる移 動 体 衛星 通 信の システムイメー ジ

上及び海上において移動体通信サービスを提供するものである｡システムイメージは別

紙 1に示すとおりである｡

なお､海上における現行沿岸無線電話の非常時の連絡体制 (海上保安庁への通報)は､
 

N-STARを用いる移動休衛星通信システムでも継承されることが適当である｡
 

2 N-STAR衛星の主な諸元 
2[憂l;I ≡ 

N-STAR衛星の主な諸元は､別紙 2に示すとおtJであるO 

3 N-STARを用いる移動体衛星通信システムの構成案 

N-STARを用いる移動体衛星通信システムのネットワ-ク構成は､別紙 3に示す

とおり現行の移動通信システムと同様の構成である｡

陸上においては､別紙 4に示すように衛星/セルラ共通方式を採用することが想定さ


れる｡すなわち､セルラエリア内では地上系に優先的に接続 し､セルラエリア外でのみ


衛星系に接続する方式である｡
 

4 N-STAR衛星における中継器構成とビームカバレッジ 

N-STAR衛星におけるマルチポー ト中継器の構成とビームカバレッジは別紙 5に

示すとおりであLJ､マルチポー ト中継器の原理は別紙 6に示すとお tJである. 
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カリ祥瑞 ∠ 
別紙 3

衛星の主な諸元 -
N - STARを 削 ､る 珊 休衛星通 信 シス テムの 構 成案 

R
A
T
S
-N-

_____V-一一一一一一一一日=-一一J
デ潮自蛙静 捌 括弧衛貞矧言刑 

Gtaeway-G MCC:

欄通信肌

多idI農豪

項 目 諸 元 備 考

軌道位衰 東経 132度 N-STAR CS-3aと同一-

東経 136度 N-STAR b) CS-3bと同一

衛星打ち上げ時期 平平成成 77年年夏春 NN--SSTTAARR b))

寿命 10年以上 

-

ミッション機器重量 約 500kg

ミッション機器電力 ､約 3, 500kW

二Ii Ka/{ン ド 固定通信用 11本 30/20GHz帯

フ 山 Kuバン ド､､ 14/12GHz帯

ス - ---

ポ Cバン ド 

ン 一 L 固定通信用 本

6/4GHz等

ン

固定通信 (離島通信)用 本
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別紙 4 別紙 5 

N-STARの移動体衛星通信用
中継器構成とビ-ムカバレッジ

T_二

1こ LE二二 ' 

i:-_
王二Ii: 3Gi- P 2 

-a】G P 

GP4 

二
3 

二
1i:----
fj-
L

J'r.
i'::
2p
Pa

工 

衛星/セルラ共通方式の考え方
 _ _

二:-..二a日1 3

G:M P利得 
GPl 

if:_Il二 II LL'' EL-

セルラエリア内では地上方式に優先接続 ビーム1 ビーム2 ビーム3 ビーム4 
''l1･ :_1 二ii'r .:_:.5: L jJh' l l '- - . ,_

>-IFち ClF
>-虹__--
---
二 l:j 

i-二二ヨ 

5:
1

横方向にアンテナ
感度実現

･･ ( 

p1

C

0

N

V

p牢 1_

-I:p3 Jここ T.

.二jI仁 

-r_
'二ど4～p_

Cバンド/ Kuバンド/ 

rnSバンド受信アンテナ MPA :MuMIPonA Sバンド送信アンテナ 
fii

linp

やrAmpl er 
er 

lfSSPA :SodStatやPow

irH YB :Hybd 
isLNA :LowNo eAmplfiier 

ifZ

ln

e
i

rn

rAmpJ er 

b er

(地上方式の電波が見つけられないとき

衛星に切替え)

サービスリンク
フィーダリンク Sバンド (2.5GHz) 
cJt> rr (6/4GHz) 

衛星方向 にアンテナ

感度実現
 

CON∨:HlhPwg o
DN :o やDidPw r v er

セルラエリア外でのみ衛星方式に接続 
COM :PowerCo

--41-40--
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参考資料 6 

N - S T ARシス テム にお ける キ ャ リア周撒 間隔 

1 まえがさ

地上系移動通信においては､移動機の小型化 ･経済化とともに､有限のリソースである

周波数の有効利用が重要な課題であるoそのために､狭帯域変復調技術､狭帯域音声符号

化技術の開発が盛んに行われている｡移動体衛星通信においては､これらの要求条件に加

ぇ､更に､厳しい衛星電力制限の下で収容回線数の増大を図り､回線コストの低減を図る

ことが必要である｡このような観点から､移動体衛星通信に必要な伝送帯域及びキャリア (1)J.N

6 まと一一

以上の観点から､Nr-STARシステムでは､キャリア周波数間隔を 12, 5kHzと

することが妥当であると考えられる｡

増大や､低速度データ伝送等に対処するために､将来は､ 6. 25kHzや 2. 5kHz

のような狭いキャリア周波数間隔を検討することも考えられる｡

iti,eta oBu tM CMo mw d gGCPrs/N":J.ikam

〔参考文献〕 

de

なお､衛星内の歪みや他の移動機からの干渉にきめ細かく対処し､将来のチャネル数の

inodBEb odeS hHighCo ainFEC" 
周波数間隔について検討する｡ 1cc'

2 地上系移動通信システムとの共用性

地上系システムとの整合､技術共用の観点からは､キャリア周波数間隔が､ 25kHz､ 

12. 5kHz､ 6. 25kHzのいずれかであることが望ましい0 ･ ｢ 

3 復調器の低 C/N動作特性 ]ンレ-Iiン】

,5 4日9 ) 

)土肥,上田 :"ライスフェージング伝搬路用ディジタル処理形検波前信号合成回路'I 

Hz
5k
12


26


. セル-シ セ シ 

86
6.
86


(2


年秋季信学全大.B-92
19
 7(1992) 

kH
25
6.
, z

移動機アンテナが低利得､無追尾ないし簡易追尾である場合､衛星電力の有効利用を図


る方法として､強力な誤り訂正を用いることが有効である(1


この場合､低 C/Nで安定に動作する高性能な復調器の開発が重要な課題である∩これ

までに､ Eb/No≒OdBでも安定に動作するものが報告されており (1) (2)､伝送系の

固定割 ヒ量を 2-3dB程度見込んでも Eb/No≒ 3dB程度で充分動作できるものと

考えられる｡ 

4 所要伝送帯域

デジタル方式自動車電話システムのハーフレー トCODECを使用する場合の伝送路に

誤 り訂正を行った場合の回線数 (誤 り訂正無しの場合を 1として正規化)と誤 り訂正符号

化率との関係を図 1に示すoこの国から分かるように､復調器の所要 Eb/ Noが 3dB

以上で動作することを保証すると､符号化率 2/ 3のところで､最大の回棟数を得ること

が可能である｡なお､フレーム構成としては､財団法人電波システム開発センターで標準

化されたデジタル方式自動車電話システムのフレーム構成を参考とし (参考資料 9参照)

伝送速度は約 12kb/Sである｡ 

5 キャリア周波数間隔


伝送速度を 12kb/Sとした場合の所要キャリ7周波数間隔は､変復調方式 (汀/ 4


正

規

化

回

稗

数 

lr 

7/
/4
/3
1/
2 2 3 8

シフ トOPSK)､電力増幅器の非線形性及びシンセサイザの周波数安定度等を考慮し､ 

1b/ S/ Hz程度が妥当であると考えられるD更に､地上系システムとの技術共肝性等 符号化率

も勘案すると､ 12. 5kHz間隔が妥当であると考えられる｢, 

図 1 誤り訂正の符号化率と正規化回棟数 

誤り訂正なし

-一一-44- --⊥15--
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FDMA(SCPC)方式とTDMA方式の比較 

FDMA (SCPC)方式とTDMA方式について､システムの経済性と周波数利用率の観点

から比較検討する｡ 

2 伝送速度と移動機の経済性 

SCPCとTDMAの主要な相違点は､TDMAでは移動局の送信 e iドpが SCPCのそれ

に比較して増大することである｡すなわち､TDMA方式では､多重化チャネル数に比例して伝

送速度が高くなるので､同一回線品質を確保するためには多重化チャネル数に比例した送信電力

の電力増幅器を必要とする｡図 1にTDMAの多重化チャネル数と移動局の伝送速度/電力増幅

器の出力の関係を示す (多重化チャネル数 1が FDMA (SCPC)方式に対応する)｡多元接

続方式として SCPC方式を採用した場合に対してTDMA方式を採用すれば､多重化チャネル

一丁程度である｡また､TDMA方式に必要なガー ドタイムの主な要因は送信タイミングの制御誤

差であるが､キャリア再生用のプリアンブル等による伝送速度の増分をこれに含めて考えると､

ガー ドタイムは数十シンボル程度になるoこのような仮定では､FDMA (SCPC)方式とT 

DMA方式では､周波数利用率という観点からは若干 FDMA方式の方が有利であるが､ほとん

ど差はないことが分かる｡ 

4 まとめ

以上述べたように､移動機の小型 ･経済化の観点から考えると､
移動体衛星通信システムの多

元接続方式としては FDMA (SCPC)方式が有利であるoただし､基地局については､変復

調装置の台数が 1/N (3チャネルTDMAでは 1/3)となるので TDMA方式が有利である

が､移動局は数万台であるのに対して､基地局の変復調器は千台程度であるので､総合的に考え

るとFDMA (SCPC)方式が有利と思われる0

-万､周波数利用率という観点で FDMA (SCPC)方式とTDMA方式を比較すると若干 

FDMA方式の方が有利であるが､ほとんど差はないo従って､移動機の小型化 ･経済化の観点

要衝

世
博
雅
但
ぎ
牽
強 

この場合 3チャネルTDMA方式のコストは FDMA (SCPC)方式に比べて約 3倍になるこ

とが予想される｡ 

3 周波数利用率
e

一句
数倍の出力を持つ電力増幅器が必要となる｡例えば､SCPC方式で 5W程度の電力増幅器が必

要となる場合､3チャネルTDMA方式では 15W程度の電力増幅器が必要となる｡ここで､電

力増幅器にリニアアンプを用いるとすれば､FDMA (SCPC)方式及び TDMA方式に対し､

それぞれ 10W及び 30Wの飽和出力を持つ電力増幅器が必要となる｡2.6GHz等電力増幅器

の素子としてはGaA sが一般的であり､コストは増幅器の飽和出力にほぼ比例すると思われる｡

からFDMA (SCPC)方式を採用するのが適当である口

喝
再
建

周波数利用率の劣化要因としては以下の要因が考えられる｡

㊥隣接チャネル間干渉を十分に軽減するための周波数間隔が必要となる｡

②移動局シンセサイザの周波数安定度が十分でないためのガー ドバンドが必要となる｡ ぐこ 

(参TDMA方式においてはバース ト信号の送信タイミング制御誤差に対応したガー ドタイムが必

要となり､その分伝送速度を上げる必要がある｡

これらの概念を図 2に示す｡ 

2 両方式の比較 

FDMA (SCPC)方式は､移動局シンセサイザの不安定性に起因するガー ドバンド (前節

②)がチャネル数だけ必要になるのに対 して､TDMA方式 (多重チャネル数 N)はこれによる

ガー ドバンドはチャネル数/Nで済むため前節②の劣化要因に関してはTDMA方式が有利であ

る.しかし､TDMA方式はガー ドタイムに起因する伝送速度の増分 (前節(参)だけ周波数利用

率が悪 くなる｡これを定量的に比較 したものを図 3に示す｡本計算は､前節①の要因だけを考慮

した周波数利用率を 1.4とし､移動局シンセサイザの周波数安定度は FDMA (SCPC)方式

とTDMA方式 (多重チャネル数 3)共に同-としたO

移動局の周波数安定度は､基地局の復調器の動作範囲と､ 3.1節の劣化要因②から決まり､10

3.


- 47-
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方/ 4 シ フ トO S K同期 検 波 に つ いてP

1 まえがき

本資料では､ N-STARを用いる移動体衛星通信システムの変調方式について､衛星

電力の有効利用､周波数利用効率､非線形 ･低 C/N動作等から比較検討するD 

2 衛星電力制限及び周波数利用効率

移動体衛星通信方式では､無線通信に共通する課題である周波数利用率に加えて､衛星

電力の制限が非常に厳しいことが特徴である｡ したがって､限られた衛星電力を有効に利

用できる誤 り率特性の優れた変調方式が望まれ､OPSK (オフセット､ 77/4シフ トを

①隣接ナ†細岡干渉を考慮した周波数間隔

含む)は､理論限界値で 2 s

z)と同等な符号誤り率特性 

bp zの周波数利用率を有するともに､BPSK (周波数利用/H

率 1bps b/H (E

られることから､移動体衛星通信方式に適した変調方式である｡

o=胤 4dBのときBER-/N 10-4､誤り訂正無)が得

盲静

図2 周波数利用率の卿 ヒ要因 利用率 

†.EJ､
また､衛星方式の伝搬では､地上のレイリーフエージングと異なり､直接波の受信が前

提となるライスフェージングであることから､遅延検波に比べて所要Eb/Noの低い同期検

波方式が適用可能であるO

なお､地上マイクロ波伝送方式に採用されている 160AM等の多値変言周方式は周波数③ガードタ によイム

/N/Hs oがOPSKに比

べて約 4dB高く､現状の衛星電力制限下での適用は困難と思われる0 

3 非線形 .低 C/ N動作

オフセットOPSKは､非線形伝送系におけるスペク トラムの広がりが比較的小さいた

め移動局の送信電力増幅器 (PA)として C級増幅器を用いることができる｡これに対 し

て､移動局の PAとして線形増幅器を使用する場合には通常の OPSKを用いることがで

きる｡また､デジタル方式自動車電話システムに採用されている 7/ 4シフ トOPSKは､T

(160AMで 4bp z)はOPSKを上回るものの､所要Eb

q

(NH
JSd

)

掛
･¢ opSKに比べて帯域外転射レベルが低く､線形増幅器をより飽和領域に近い点で動作さ

せる (バックオフを小さくできる)こと､あるいは､隣接チャネル干渉量を低減させるこ

とが可能である｡

また､通常の衛星システムでは､衛星電力の有効利用のため､たたみ込み符号/ ピタビ

複号による誤り訂正を用いることから､復調器は低 C/Nで安定に動作することが要求さ

れる｡同期検波では､低 C/N時の再生キャリアスリップが問題となるが､オフセットO 

PSKの方が低 C/N領域でキャリアスリップが起こLJやすいことが報告されている｡

したがって､低 C/N領域における動作の安定性を重視 し､OPSKと同等なキャリア

1

0

0 

野
高
点
増
野 

0J 
QPSK 7/ 4 OPSスリップ特性が期待され､さらに に比べ非線形特性で有利な シフト移動横のキャリア周波数安定度

K N-STAR同期検波が を用いる移動体衛星通信システムの変調方式として適している()3図 方式と 方式の周波数利用率の比較A(SCI℃) TDMAFDM
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参考資料 9 

4 まとめ

以上､N -STARを用いた移動体衛星通信システムの変調方式について､衛星電力の

有効利用､周波数利用効率､非線形 ･低 C/N動作等の観点から比較検討 した結果を表 1

に示す｡7 T/4シフ ト QPSK同期検波は N-STARを用いた移動体衛星通信方式に適

してお り､製造面においてもデジタル方式自動車電話システムに採用されていることから､

変言周部についてはその技術を流用できると考えられ､移動局装置のコス ト低減にも寄与す

ることが期待される｡

蓑 1 各種変調方式の比較

◎
 

◎
 

＼目変で調項衛星電力の

有効利用方式(所要 Eb/No) 周波数

利用効率

非線形特性 (帯域外福射 ) 低 C/Nでの

安定動作

(手†リアlfJ.J7) 

OPSK ○ 

8,4dB(BER=10ー 4点 ) 

○ 

2bps/HZ

△ 

帯域外福射大 わセワトOPSKに比べて‡十])71リップ特性が約 2桁低い

オフセット 

OPSK 

○ 
8,4dB(BER=10~4点 ) 

○ 
2bps/Hz

◎ 
帯域外福射小 

○ 

7T/4シフ ト ○ 2 ○bps/Hz ○】帯域外剛 

N- お け るフ レー 構 例 につ いて S T A R システム に 成ム

N-STARシステムにおけるフレーム構成例を以下に示す｡また､デジタル方式自動

車電話 システムの場合の基本構成例を参考に示すoなお､非電話信号伝送時にはサービス

内容により更に速い伝送速度 (18kb/S穫度)が必要になる場合があるo

井 1 

Uw :同期ワー ド
 
SACCH:低速付随制御チ ャネ ル (通信中制御信号)
 
TCH :通信チャネル (音声 (5. 6kb/S)または非電 話 信号 )


伝 送 速 度 : 1 2 kb/S程 度

『参考』


デジタル方式自動車電話 システムの基本フレーム構成
 

r･こ＼､ SACCHwithcolorcode
 

TCH(スチ-ルの場 合 は
 
FAC
C)
H


112 

C冨F?s51 

G
R

ガー ド時間
バース ト過渡応答用ガー ド時間 

P :プリアンブル 
sw :フレ-ム同期 ビッ ト (トレーニングビッ ト) 
cc :カラーコー ド (局識別用) 
sF :スチールフラグ (音声､制御信号識別用) 
D :制御信号 
FACCH:高速付随制御チャネル 
SACCH:低速付随制御チャネル

ー 5 1 -
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音声符号化方式の技術動向について 

1 最近の技術動向 

1. 1 主な音声符号化方式 とその特徴

最近の主な音声符号化方式について､その特徴､応用分野の概要を表 1に示す｡

衛星系に先1J{るデジタル自動車電話 システムでは､どの システムも将来のチャネル増大に

備えて周波数有効利用を図るため､ハーフ レー ト音声符号化の標準化が進められているo

蓑2 移動体通信における音声符号化方式標準化動向 

4ー 

4k

L'

トL-,

19

5)

9,

5.

8.

1.

5) 

13

7.

16

2 ) 

lL

l.

2.

13

24

VS P .0(音声 9 92-1993年 

(誤 り訂正 05) 総ビッ ト6. t 

EL

SEV LP l 2 (音声 6.7) ～1993年 12月 

(誤 り訂正 4. 総ビワトレ-ト5.6kt 

APC-MLO .0 (音声 ) 

(誤 り訂正 0) 無線周波数帯 L 

E 4 誤り訂正)tMB 6. ((音声 4_8 6) 無線周波数帯 L 

-,

8) ト11(誤 り訂正 総ピッr- .

L T i ピ標準方式 ッ ト (kb/S) ハーフレ-ト標準化 o:音声品質､伝送速度による周波数利用効率､実現性等総合的な観点から､現在ではハイブ

リッ ド符号化方式の研究が最も盛んであ り､標準化が押 し進められているO

また､さらに周波数有効利用を目指 し､よ り低速化に向けた研究開発 ･評価が実施 されて

いる｡

蓑1 主な音声符号化方式とその特徴

方 式 応 用 分 野 

R TPL-PE 8 (音声 1992年内予定 

ッ

｢
波 形 符号化 ADPCM ジタル基幹通信､企業内通信､

トL-,(ビ トによる)

C 

ATC 等 

ジタル自動車 ･携帯電話

･コAP ジタル ードレス電話

;L移動体衛星通信

企業内通信

ie｢ 

10

te

iz

re

uaJh.

iore

imit

io

ll-

L-

in

it

53 

ioit

lv

xc

Tt

ls

re
iv


la

ro

eg

M-AP

LM

=二 

l

u rPu eE at n o	 dic d

･tr

C eP ° gw nt at n 

v at n 

2 日本における音声符号化方式の選定について 

11-

SP

RPE

IM

(デ ジタル方式自動車電話 システム) 
1. 2 音声符号化方式の標準化動向 2. 1 選定方法

最近の地上系､衛星系デジタル移動体通信における音声符号化方式の標準化動向を､表 2 評価 ･選定にあた り､先ず､ ｢デジタル方式 自動車電話 システムに関する調査研究会｣に

に示す｡地域､ システムによ り方式は異なるが､いずれも音声品質等の評価を行 った上で採 おいて ｢デジタル方式自動車電話 システムの CODEC方式選定要領｣が策定されたOつい

択された方式であ り､各々のシステム要求､地域性の相違 によるものと考えられる｡また､	 で､財団法人電波 システム開発センター (RCR)において､前述要項に従い応募のあった

方式について評価実験を行い､方式を決定 している｡

軒 -

L-

-

MEX 

I:- :- -
8)lMBE 6.4 (音声 4.i

畑 
TP 

次世代デジタル自動車 .携帯電話CELP
.｣ (注) RPトLTP :R ngTermP dict nLinearP

VSE 移動体衛星通信LP derCo
音 声 応 答

打 LO :Ad dict eCo hMax umLikel oodOapt
ーダボコ分析合成 4.8以下

BE :Imp edMu iBandExc
BE 等符号化 

■■川 

l lごr 一-



2. 2 選定結果

フルレー ト音声符号化方式には､8社 8方式が提案され､評価実験が実施された｡提案さ

れた 8方式は､いずれも CELP (CodeExcitedLinearPrediction)方式の発展 ,改良タ


イプで各々音声､実現性に優れた特性を有するものであったが､その中で V SELPが最高


点を得て､選定された｡表 3に提案された 8方式を示す｡


蓑3 提案された 8方式

音声符号化方式 

DCELP (注 1)


Aロp-CELP (注 2)
 

LCELP (注 3)
 

TC-W VQ (注 4)
 

PAVXC (注 5)
 

T C-W VO (注 4)
 

T C-W VO (注 4)
 

VSELP (注 6)
 

(注 1)DeterminicCode-BookExcitedLinearPrediction 

(注 2)A daptiveDensityPulseCodeExcitedLinearPrediction 

(注 3)LearnedCodeExcitedLinearPrediction 

(注 4)TasomCdigwt egtdVco unJztornfr o n lhW ihe etrOat'a in 

(注 5)P rincipleAxisExtractingVectorExcitationCoding 

etrSmEct erPe cJ(注 6)Vco u xiedLina rditrOn

一方､ハーフレー ト音声符号化方式については､ 13社から応募があり､RCRで評価実 qJf
験を行った結果､PS l -CELP (PitchSynchronousInnovation-CodeExcitedLinear 

Prediction)方式が選定された｡RCRでは､選定 した方式をもとに､平成 5年末までに標

準規格案を策定する予定である｡ 

3 あとがき

最近の技術動向 ･標準化動向調査の結果､現在では音質を含む総合的な観点からはハイブリ


ッド符号化方式が主流である｡ しかし将来的な周波数有効利用の観点から､どのシステムにお


いてもハーフレー ト化が積極的に検討されており､衛星系では既に低速化に対応 した方式を採


用するシステムが出てきている｡


移動体衛星通信システムの方式選定には､さらに詳細な検討が必要であるが､その際には移


動局の小型化 ･低価格化等による普及促進の観点から､先行するデジタル方式自動車電話シス


テムとの技術的整合性並びに技術共用化を考慮することが望ましい｡
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3 セキュリテ1援準化動向
セキュリティ方式の技術動向に Jいて irgan最も活発にセキュリティの標準化の活動を行っているのは､ ISO ( 

rS )である｡うち暗号化技術に関する標準化は､JTC/ SC27

ionalt tnerna

ionZtald dtanarnfoitza o

で進められているO秘密鍵方式に関しては､暗号アルゴリズムそのものを標準化せず登録制と

まえがさ し､利用者は実際の通信を行う際､使用するアルゴリズムの選択をする形となっている｡公開

セキュリティ方式の技術動向並びに標準化動向について調査 し､移動休衛星通信システムで 鍵方式に関する研究は鋭意進められているが､早期の標準化または方向付けは望めない状況で

のセキュリティ方式について考察する｡ ある0 

1

2 最近の技術動向 4 あとがき

最近の主なセキュリティ方式について､蓑 1に示すO公開鍵暗号方式は､認証の容易さ､秘

密鍵の配送が不要等の利点を持ち､近年その研究 ･検証が盛んに行われているo唯-の欠点は

､暗号化にやや時間がかかる点であるが (秘密鍵暗号方式の約 1000倍)､セキュリティを

必要とするシステムの特質によっては､有効な手段である｡また今後の LS l技術の発展によ

り高速化対応もいずれなされるものと思われる｡

一方､秘密鍵暗号方式は､秘密鍵の数が多い､配送が必要等煩雑さはあるものの､既に商用

ベースにてセキュリティにおける有用性が実証されていること､暗号化速度が高速であること

､改良 ･発展型の開発が進みより信短度が向上されていること等から､現在では最も用いられ

最近の技術動向 .標準化動向の調査の結果､現時点では､信頼度 ･速度等総合的な観点から

秘密鍵方式が主流である｡

移動体衛星通信システムにおける具体的な方式選定には､より詳細な調査 ･検討が必要であ

るが､その場合には先行するデジタル方式自動車電話システムとの技術的整合性 ･技術共用化

について考慮することが望ましいo

〔参考文献〕

2･o3l7o.ている方式である｡ ･小山 ‥｢暗号の数理と最近の発展 〔1〕｣,電子情報通信学会誌.v ,n 5(199年 

(199

--うit

5月)

~･中尾 :｢セキュリティ標準化動向｣, lSEC90
蓑 1 主な暗号方式とその特徴

7

･中野 :｢情報セキュリティの理論の現状と課題｣,第 5回情報伝送と信号処理ワークショ

ップ 2年11月) 

可 ~ 原 理 L慧霊芝 訂 恵 軒

l 秘密) i必要 一 昔､素 秘密女全 同法 

】 i複暗号号鍵鍵 ((公開))鎚 秘密 よ LJ 公開 

: ≠ 不要 安全 低速 公開

(-響 ′-

2≡.R SN:

エンか
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N-S T A Rの 無 線 通 信 規 則 と 醐 設備規 則 に対 す る適合 性 につい て Cパ 押 基 地 局 の電 波 法 令 関連 矧 こ対 する適合 性 につ いて 

N-STARの性能仕様書には､ ｢衛星の設計は､国内外の諸規則 (無根通信規則を含む)に適合
N-STARを用いる移動体衛星通信シス テムのCバン ド基地局については､現在､システム 設計

すること｡｣と明記されており､地坪局の性能に依存 しない部分は基本的に電波法､無綿設備規則､
を進めている段階であるが､基本的に は各項 目とも該当する電波法令に適合しており､問題はな いも

無線通信規則に適合することとなる｡詳細は下表に示すとおりである｡
のと考えている｡詳細は下表に示す｡

目	 Cバン ド基地局の仕様項 信規則の規定 N-STARの仕様周波数許容偏差50×1016以下.
 
( 第 5条､別表第 1号) ローカル周波数安定度 :0 ( 0~~ (

以下
 
無碩設備規則 ±1一6 短期 )､ ±1r5 義	 のSCPC方式の基地局として運用す
((無無線線通通信信規規則則第 5条､付録第 7号) (AFCを用いるので､S

〟

CP

項 目 電波法令関連項目 (暫定)

許容偏差周周波波数数の安定の 50×10~6以下
(無線設備規則第 5集,別表第 1号) 数間隔12_5kHz,伝送速度18kb/S
(無根設備規則第 15条) 一般的条件で規定 した,キャリア周波 

においても高い周波数安定度は
ための条件 (無根設備規則第 16条) るため,周波数安定度としては10-ー8程

度を想定 している.
なる.) 

占有周波数帯幅 特に規定なし. 特に規定しないが,システム設計上,
空中線電力の許 上限50%､下限50%. 地球局の送信電力に依存するか の許容値 【参考】 隣接チャネル干渉により制限され.移
容偏差 (無線設備規則第14条) 送信電力では特に問題なし	 ･800MHz帯自動車無根電話通信 (PDC) 動局の答申 (案)と同様に占有周波数.

810-826MHz 940-956MHzの周波数 帯幅は16kHz以下となる.なお,キヤ
下 り :2500-253･5MHz. 分配された 35MHzのうち上部の の電波を使用す

,
るもの :32kHz リア周波数間隔は12.5kHzである. 

上 り :2655-269OMHz. を使用. (無繰言酎南規則第 6条,
第 8条の第754号及び 下 り :2505--2535MHz. 別表第 2号の第 10項)

第766号) 上 り :2660-2690MHz.

l
･本答申 (塞) 

スプリアス発射 ･無線設備規則では､(i)相互変調積に 地坪局の送信電力に依存,
t l

16kHz以下 (伝送速度 18kb/S以下) i

の許容値 ついては､でき れているンル別表第ッ 2号の第 5項)が,
なお,イマ(サトの舶舶地坪局は規定さ

変調積以外は､ 海岸地球局については規定はない.
が 10W以下の場 
Wを超える場合 スプリアス発射 960MHzを超える宇宙無線通信を行う無 CバンドSSPA(100W)仕様

W以下とと規規定定｡｡ の強度の許容値 緑局で共通増幅を行う場合の相互変調 ･lM3(等振幅 2波)

･無根通信規則	 積によるスプ リアス発射の許容値 出力バツ舛73dB時 :-20dBc以下 
(地表又は大気圏に開設する無線局) 出力/(ワク1710dB時 :-40dBc以下
･分配周波数帯 :最大搬送波の20dB低 ･スプリアス

W以下占有周波数帯特

(

(幅に規定な
電力束密度の制現行の無線通信
限 動衛星業務に対


し､WARC-92に
 
-142dB (W/ m2


るだけ い値､②相互基本周波数の送信電力合 1 /JW以下､10は 0dB低低 くかつ 100LLでははできる限り低い値7 2000項及び昭和62政省告示第 950号)5第第 5条条､付録第 8号) (送信出力 1W時に30/J

音声の場合､12.5kHz,

規則にはSバンドの移 特に規定はないが､諸外国との

無線設備規則
年12月10日郵
無線通信規則

し.

業務との調整を 
空中線電力の許	 上限 50%,下限 50% CバンドSSPA(100W)仕様

(無線通信規則 の第 754号及び
第28条の第2566号)

容偏差 ( ャネル数に依存する.･出力信号 レベル変動 :CC ±05B以内無線設備規則第 14条) ただし,SP .d方式のため送信電力はチ
遠隔指令により発射を トランスポンダ 
機能が必要である. のオンオフが可能 地坪局の送 信空	 送信空中線の最大稿射方向の仰角 日本本土内において 問題な し.は

(無線通信規則第29条直ちに停止するの第2612号) コマンドにより全

宇宙局の位置の ±0.	 中綿の最小 ･宇電宙波研法究業施行規則務以外第 33の宇度2以上条)宙無線通. 信の
維持 なければならない. 

I	 仰角 (業務を行うとき,

無根通信規則第29 度以内に維持 し65 程度誤差 ±00度条の第 21号) .5


静止衛星上のア 次の値のいずれか大き
ンテナの指向確

公称値の程度の

(

維持する.

)公称指向方向に対 して電力半値 ビー

ム幅の 10% 又は､ 
)公称指向方向に対 して 03度, 
(無根通信規則第2集の68 なお､一般的条件で規定 しているシステムパラメータと大きく異なるシステムを接続する場合には､9 第2

,
2号) 

更に詳細な検討が必要であろう｡ 

- 581	 - 59 
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Sバン ドを 用 い る国内移 動 体 衛星 通 信 シ ス テム の 回 駄 a J文 TGI

Sバンドを用いる国内移動体衛星通信システムの回綿設計例を示す｡

なお､設計にあたっての前提条件は以下のとお LJである｡ 

(1)伝送速度は 12kb/ Sとし､所要 Eb/No-3d8は誤り率 5×10ー2 (誤り訂正なし)の

参考資料 15 

Cバン ド 1 0 0W ク ラスSS P 蛸 性 例

Cバンド100Wクラスの SSPA (So-id-StatePowerAmplifier)を使用した衛星

通信地球局送信RF系の一例は下記記のとおりであるo 

値とし,理論値からの劣化を 2dB含むものとした｡ 

(2)干渉条件としては､相互変調積､隣接チャネル間干渉､他システムからの干渉等を含めて トータ

ルで 15dBとしたo

項 目 数悼例

伝搬損失 [dB] - 2 00

衛星 G/T [dB/K] 1

フ 基地局e.i.r.p_/chボルツマン定数 1/ K ldBW] 382 29

Sバンド衛星8.i.r.p./ch [dBW] ー 28

リI u- kC/ND dd z 6ワンオド plin l H[BB]] -19 28伝搬損失 

down-link C/ ND [dBHz]i 4 7

也塞I 輯合 C/N□ dH] 2 2 97移局 ボルツマン定数 1/K [Bz 4

動局 伝送速度 (12kb/S) -41
熱雑音 Eb/No [dB] 6 
C/ l [dB] 15

総合 Eb/No [dB] 5
所要 Eb/No [dB] 3

リ

夕lンリンク/
移

動局I塞地

局

項 目 数値例

伝搬損失 [dB] . -192 I ● 
7工-ジンク7-ジン [dB] -3
移動局衛星 G/e.T.｢p [ Wdd/] 1i. . 【BB]K 23

up-1ink C/ Nロ [dBHz] 49 

C/t州 衛星e.i.r.p./ch ldBW] 7

ボルツマ ン定数 1/K 22伝搬損失 [dB] 】 -1996
基地局 G/T [dB/K] 23

ボルツマン定数 ー/K t 2249総令 c/ ND dBHz] 9

伝送速度 (12kb/S)熱雑音 Eb/ No 
C/ l 

[dB]

[dB] 

総合 Eb/ No 
所要 Eb/ No

[dB] 
【dB] 

-41､ 7 

15

6
3

lNo - 項

送信帯域内スプ

pppooo---定定定格格格電電電力力力ブリり アス

送信帯域外スプ 

(高調波) 

2倍波､ 3倍iプリアスわ皮 

送信帯域内熱雑経書 

利得安定度 

熱平衡状態到力達後において 

実 力 債

≦-65dBc

≦-65dBc

≦-75dBW/ 4kH

定定格格値値 --00.. 55ddBB 

(+ 5-++ 451. OdB℃におい 

+ 0. 5dB

(+ 25± 5℃において 

一一60- 61-



の軸外鮒電力につ
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XO特性例
備局設基地

項 目 特 性

標準公称周波数 12.8MHz

同波数温度特性 ±1×1- 2 006 /-0-7

±0 ×1- 5 .06 / +V±5

5.

電源電圧	 +5VDC

消費電流	 

-.

2mA以内

出力電圧 1VP-P以上

2.

負荷 10kQ/10pF

±0, 06 /辛5×1-

±1 -±2.5×1dS/2 ＼

周波数補正範囲 ±2×106以上 

経年変化 

5.

TC

O(

電源変動特性	 

周波数制御特性 

3.0 

2.0 

1.0 

0.0 

(
9
.0
T

X
)
O
iJi
V 

XO
TC


N~STARを用いる移動体衛星通信システムの Cバン ド基地局設備の軸外転射電力につい

て､固定衛星業務の Cバンド地球局に対する CCJR勧告を踏まえた検討を行うO 

(1)CC IR勧告 

CCJR Rec･524-3では､固定衛星業務を行うCバン ド地球局の軸外手醐寸電力

の許容値について規定しており､N-STARシステムに類似 したものとしてはボイスアク

チペーションを適用する SCPC/PSKシステムに対 して以下のとおり勧告 している｡

静止衛星軌道から 3 以内のすべての方向に転射される電力密度は次の値以下と0

することが適当である｡ 

いて 

35~25 gLo
≠ :アンテナ主 ビームからの離角 〔度〕 

) Cバンド基地局における検討(2 rl ● 

nu 

llnHt 

.は 38dBW/chである｡p.

ーa 

O
) 

3
8
0 

D 

4
0 

6
<
8 

0
6
< 

nU
2

≦

<

≦ 

≦
少

｣甲
<
3
≦ 

0
0 

･-

Biu
こ
J
H叩

㌔
-
1dBW/ 

0 
2
JP 

2 
≦
< 

1≦≠≦
劇 

≦ 
¢ 

≠
< 
≦
)

0 

o3
ー

6
∩八U〔角 

.

H
〓 

H
H
敵のIb

〕
〕

〕
ー
か 

B 

ム

R
V
nU
bD

3 
3
日
は
･･i
J 

｣甲吋｢レ盾■n
｣甲7レ盾■n

吋

G

一
2 
5
2

日

一

一
〇

ド

9 
3
2
1

イ

2

一
3

一

サ

二
二
二
二
｣甲 

の
)
)
)

)

上以% 
申 
¢ 
¢ 
¢

また､上記の空中綿の放射特性の規定では､アンテナ径としてはD/1>100を想定 して

ir.

( 
(
(
( 

G
G
G 

G
0V一九

長期周波数偏差データ
 

Q E 4. 甘 850 4300三ヨEww// .OE:zz∃ 05言皇子8

基地局設備の技術的条件の中で､空中線の放射特性については以下のように規定している｡

ブを含む指向特性が次式を満足するものであること

:アンテナ主 
(≠):当該方向の絶対利得 〔dB j〕 

一方､送信電力 (送信e･i･r･p･)については技術的条件では規定していないが､参考資料 

11に示した回綿設計例から 1チャネル当たりの送信e.

おり､利得は効率にも依存するが 48dB程度 (効率60%の場合)となることから､送信電

力は-10dBW/ ch以下となる｡上記(日の CC IR勧告では 64kb/S系の SCPC 

/PSKシステムを想定 して帯域 40kHzで軸外転射電力を規定していると思われる｡こ

れに対 して､N-STARシステムではキャリア周波数間隔 12,5kHz､伝送速度 18 

kb/S以下であることから､3チャネル分 (5dB)で換算できる｡ したがって､N-S 

TARシステムで想定される軸外転射電力 (40kHz帯域)は､以下のとおりとなる｡ 

(CC IR勧告 465-3及び勧告 580-2に準拠)

4 0 k H zg¢5Lo4-2 

つJ
QU

NISTAR C CCIRシステムの バンド基地局の軸外転射電力については､上記(日の 勧

18 21dB告値に対して のマージンを有 している｡-

o	 tl
ttl

I Oz 

H
Ht 

100

経過日数 

VII

0〕
〔 

〔
〔
〔
〔 

Q
O 
)

4

0B 

2
人γ
1 

｡ 
¢00

6 

引 

lu一ulu
一
u
【l 

〕

hⅦ一
日

劇

〕

-Lは 

d BW/ 

d BW/ 

d BW/ 

7-

- G3 1

z
u 

≡ 

≠:ア ンテナ主 ビ ームか らの 離 角 

-

k H 

k H4 0 

4 0 

4 0 k H 

510g ≠

8 . 5

2 

15

-

-

2 
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勤7r/4シフ トQPSKスペク トラム例 移動 局設備の 隣 接チ ャ ネ ル 漏洩 に ついて

1.条件 隣接チャネル漏洩電力については､回線設計における干渉条件 (隣接チャネル干渉)

(1)周波数 :2.675GHz を決定するパラメータであることから､システム設計上の重要なファクタのひとつであ

(2)ロールオフ率 :α=0.5 る｡

(3)伝送速度 :18kb/S しかしながら､Sバンドを用いる国内移動体衛星通信システムの隣接チャネル干渉に

(4)データ :9段PN ついては移動体衛星通信の伝搬が見通し内の直接波の受信が前提となり､希望波と妨害

波とのレベル差はライスフェージング､衛星アンテナ利得偏差を考慮しても6dB程度で

あり､一般に60dBと言われる地上ほど伝搬条件が厳しくないことから､占有周波数帯幅

- の規定で十分であると思われる｡

一般的条件で規定した伝送速度18kb/Sの場合､占有周波数帯幅として16kHz以下とし
-

ていることから､12･5kHz離れの隣接チャネル(;おける漏洩電力は受信帯域幅9kHz(等

- 価雑音帯域幅)において搬送周波数の電力より23dB低い値となる｡l●これは､下図に示すように､ (占有周波数帯幅16kHz+受信帯域幅9kHz)/2=12.5k 
-

Hzであることから隣接チャネル漏洩電力の測定帯域幅は占有周波数帯幅外となり､占有

周波数帯域外の電力 (片側)0.5%がすべて隣接チャネルの測定帯域幅に集中したとして

も 0.5%/99%=-23dBとなる｡ 

-

-

-

12.5kHz 12.5kHz


-

-

-100

. SPAN:0k


【dB】CENTE R:2675G Hz 
E:ミ=== = = ≡コ

5 HZ 

f
J占有周波数帯幅 :ll4k z ( 6H ) -. H <1k z

受信帯域 占有周波数帯幅 受信帯域 
2.測定系 

9kHz 16kHz gkHz

〔参考図〕 隣接チャネル漏洩電力 
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N-ST A R システム に お け る移 動局の受 信 特 性 につ いて

(車
<
4 

)
V 

移動局設備の受信特性･(受信G/T､(誤り率特性､(スプリアスレスポンス､(隣接チャ

ネル選択度､(5)相互変調特性､については､基本的に､他システムへ干渉を与えるものでないこ

とから､システム設計者の裁量に委ねられるものであり､特に規定しないことが適当である｡

ここでは､将来的に他システムとの調整が必要となった場合､システムの耐干渉特性を示す指

標となるものとして､参考値を記述しておくことは有効であるとの立場から､N-STARシス

4)3)2)1)

エ
≡ 

0
0 
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郵通技第 25号

平成 4年 9月21日

電気通信技術審議会


会長 賓 藤 成 文 殿


郵政大臣 渡 辺 秀 央

諮 書問

下記について諮問する｡

記

諮問第 62号 公共業務用デジタル移動通信システムの技術的条件

諮問第 63号 Sバンドを剛 ､る国内移動体衛星通信システムの技術的条件 
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諮問第 63号 

Sバンドを用いる国内移動体衛星通信~i/ステムの技術的条件 

1 諮問理由

移動体衛星通信システムについては､インマルサットシステムをはじめとして世界各

国で実用化が進んでおり､我が国においても､インマルサット衛星を用いた船舶及び航

空機に対する衛星通信サービスが実用化されているほか､Kuバンドを利用する陸上移動

衛星メッセージ通信システムの実用化が図られているところである0

一一･万､移動体通信の需要が急速に伸びており､それらはほぼ地上系システムによりカ

バーされているが､山間 ･-き地などの地域では､まだ基地局が整備されていないとこ

ろもあるOまた､沿岸を航行する舶舵から公衆通信を行う沿岸船舶無線電話についても

需要が伸びており､そのサービスエリアの拡大を望む声が大きいo

これらの需要に応じるために､衛星を利周した新たな国内移動体通信システムの導入

が望まれているOそのため､平成 6年にはSバンド (2.6/2.5GH7,帯)の中継器を搭載 し

た技術試験衛星Ⅵ型 (ETS-Ⅵ)の打ち上げが､平成 7年にはSバンドの中継器を搭

載 した初の票田衛星の打ち上げがそれぞれ予定されている｡

そこで､移動体通信としては初めての周波数であるSバンドを用いる移動体衛星通信

システムを静止衛星を利間して構成する際の技術的条件について言郁男を行うものである. 

･･ †

2 答申を希望する事項 

(i)Sバンドを用いる静止衛星利用の国内移動体衛星通信システムの無線設備に関する

伝送方式等-股的条件 

(2)送信設備及び受信設備の技術的条件 

黛/"p,夢

3 答申を希望する時期

平成 5年 6月頃 

4 答申を得られたときの行政上の措置

関係省令等の改正に賢するO 
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